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幼児期の集団社会的スキルトレーニングが
学齢期の社会的適応に与える影響

髙橋京子 1・境泉洋 2・松原耕平 3

The Impact of Group Social Skills Training in Early Childhood 
on Social Adjustment in School Age

Kyoko TAKAHASHI，Motohiro SAKAI and Kohei MATSUBARA

要　旨

　本研究の目的は，幼児期における集団SST の有無が学齢期の社会的スキルの獲得，心
的適応状態に与える影響について検証することであった。小学校 1・2 年生の計 301 名の
社会的スキルと問題行動について，自己評定と教師評定を用いて査定した。本研究では，
幼稚園における集団SST を経験することによって，身に付けた社会的スキルが小学校進
学後の社会的スキルの継続した効果や問題行動，学校生活への適応に影響を与えていたか
どうか一貫した結果は明らかにされなかった。

1.　はじめに

1.1　子どもをめぐる近年の状況から
　近年，少子高齢化や高度情報化，さらにはグローバル化の進展などによって，社会全体が大
きく変化している。さらに，新型コロナウイルス感染症の影響により，学校や家庭における生
活や環境が大きく変化し，人やもの，こと等へのかかわりが少なくなり，不安やストレスを抱
えている人も少なくない。
　子どもをめぐる状況も，社会環境や生活様式の変化の影響を受け，学校生活や人間関係に対
する不安やストレスを感じている子どもも多く，学校では不登校やいじめ問題，暴力行為など
が大きな問題となっている。令和３年度の文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関する調査」によると，小・中学校における不登校児童生徒数は，約 244,940
人（前年度 196,127 人）であり，前年度から 48,813 人（24.9％）増加している。在籍児童生徒に占
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める不登校児童生徒の割合は 2.6％であり，前年度の 2.0％より増加している。小・中学校の
在籍児童生徒数が減少しているにもかかわらず，不登校児童生徒数は 9 年連続で増加し，約
55％の不登校児童生徒が 90 日以上欠席している状況である。その背景として，生活環境の変
化により，生活リズムが乱れやすい状況や，学校生活において様々な制限がある中で交友関係
を築くことなど，登校する意欲が湧きにくい状況にあったことも考えられる。
　また，小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は，615,351 件（前年度
517,163 件）であり，前年度に比べて 98,188 件（19.0％）増加している。児童生徒 1,000 人当たり
の認知件数は，47.7 件（前年度 39.7 件）である。令和 2 年度は全校種で大幅な減少となったが，
令和３年度は全校種で増加となっている。いじめの重大事態の件数は 705 件（前年度 514 件）
であり，前年度に比べ 191 件（37.2％）増加している。令和 3 年度は，新型コロナウイルス感染
症の影響が続き，感染を予防しながらの生活であったが，様々な活動が徐々に再開されたこと
により人との接触機会が増加したことが背景として考えられる。
　さらに，小・中・高等学校の自殺した児童生徒数は，368 人（前年度 415 人）であり，調査開
始以降最多となった昨年度よりは減少したものの，小中学生は増加傾向にある。子どものから
だと心白書（2022）には，長期欠席やいじめ，子どもの自殺等の増加について，データや分析
が示されている。データから，新型コロナウイルス感染症の影響による新しい生活様式が，子
どもたちの心に様々な悩みや課題を与えていること，学習や生活のオンライン化の中で，使用
に必要な判断力や倫理観の育成が急務であることなどが指摘されている。また，このような子
どもの不適応行動の背景として，子どもの対人関係能力の低下，とりわけ社会的スキルの欠如
が多くの研究者によって指摘されている（佐藤・立元，1999）。

1.2　子どもの育ちの現状と背景について
　子どもの育ちをめぐる課題については，近年の子どもを取り巻く状況の変化と共に，大きく
取り上げられている。文部科学省中央教育審議会（2019）によると，近年の幼児の育ちについ
ては，基本的な生活習慣や態度が身に付いていない，他者とのかかわりが苦手である，自制心
や耐性，規範意識が十分に育っていない，運動能力が低下しているなどの課題が指摘されてい
る。小学校１年生などの教室において，学習に集中できない，教員の話が聞けずに授業が成立
しないなど学級がうまく機能しない状況がみられる。加えて，近年の子どもたちは，多くの情
報に囲まれた環境にいるため，知識は増えているものの，その知識は断片的なものが多く，学
びに対する意欲や関心が低いとの指摘がある。その社会的背景としてあげられているのは，少
子化，核家族化，都市化，情報化，国際化など我が国の経済社会の急激な変化を受けて，人々
の価値観や生活様式が多様化している一方で，社会の傾向としては，人間関係の希薄化，地域
における地縁的なつながりの希薄化，過度に経済性や効率性を重視する傾向，大人優先の社会
風潮などの状況がみられるとの指摘がある。このような社会状況が，地域社会などにおける子
どもの育ちをめぐる環境や家庭における親の子育て環境を変化させている。さらにこのような
ことが複合的に絡み合って，子どもの育ちに影響を及ぼしている要因になっているものと考え
られる。
　少子化，核家族化，都市化の進行の影響とともに，近年は，新型コロナウイルス感染症の影
響により家庭や地域社会での子どもの人間関係が希薄になってきており，日常生活において人
とのかかわりを学ぶ機会が減少してきている。コロナ禍においては，学校や地域でも，人と距
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離をとることや接触を避けることを求められ，友達と楽しく会話をしたり，かかわり合って遊
んだりすることも制限されている状況である。文部科学省は前述のような調査結果から，「新
型コロナウイルス感染症によって学校や家庭における生活や環境が大きく変化し，子どもたち
の行動等にも大きな影響を与えていることがうかがえる。人と人との距離が広がる中，不安や
悩みを相談できない子どもたちがいる可能性があること，子どもたちの不安や悩みが従来とは
異なる形で現れたり，一人で抱えこんだりする可能性があることも考慮する必要があり，引き
続き周囲の大人が子どもたちのSOS を受け止め，組織的対応を行い，外部の関係機関等に繋
げて対処していくことが重要である」としている。このように，人とのかかわりの減少による
対人関係を学ぶ機会の減少は，子どもの社会的適応の問題の増加に影響を与えると考えられる。

1.3　幼児期から学齢期における社会的適応
　以上のような子どもをめぐる状況を背景として，家庭や地域社会における教育環境の変化は，
子どもの社会体験の機会を減少させ，社会性，特に規範意識やコミュニケーション能力，人間
関係をつくる能力の発達に大きな影響を与えている。学校では不登校やいじめ問題，暴力行為
などが大きな問題となっており，問題を解決することは喫緊の課題とされている。そのような
中，子どもを取り巻く大人には，子どもが環境に適応し，自己実現していくために必要な社会
性を身に付ける，望ましい指導や予防に向けての効果的な方策が求められている。家庭や地域
で対人関係を学ぶ機会が減ってきている現状を踏まえると，幼稚園や学校において，意図的，
計画的に幼児期から学齢期の子どもの社会性，適切な対人関係能力を育成していくことが必要
であり，そのことが学齢期における社会的適応につながると考えられる。

２．幼児期のSST（Social Skills Traininng）

2.1　幼児期の社会的スキルの重要性 
　幼児期は，家庭における保護者などとの関係から，他の幼児や家族以外の人々の存在に気付
き始め，かかわりを求めるようになってくる時期である。友達同士で，次第に言葉を交わしたり，
物のやりとりをしたりするなどのかかわりをもつようになっていく。さらに，幼児期は，知
的・感情的な面でも，また人間関係の面でも，急速に成長する時期でもある。幼児期は，子ど
もの社会性の発達，とりわけ人とのかかわりを円滑に進めるために必要な社会的スキルの発達
にとって重要な時期であるとされている（Odom et al,.2008，Rubin,Bukowski ＆ Parker,2006）。
佐藤・佐藤・岡安（1998）は，幼児期に仲間関係のつまずきがあると児童期まで持ち越されや
すいことを指摘しており，幼児期に社会的スキルを身に付けることは重要なことであると言え
る。

2.2　社会的スキルの定義
　社会的スキルとは，自分の思いを伝えたり，言葉をかけたりするなど他人とかかわる際に使
う技能である。言葉だけに限らず，視線やうなずきなど，自分が発するすべてのメッセージを
含む。社会的スキルは，これまでに様々な定義がなされている。Gresham ＆Elliott（1987）に
よると，「一定の状況下で，重要な社会的結果を予測するのに役立つ諸行動」とされている。
また，対人的相互作用に関連する行動に焦点を当てた場合，自らが働きかけ，関係性を維持，
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共有したり，他者を尊重したりすることが社会的スキルの定義に含まれている（McClelland ＆ 
Morrison,2003）。さらに，友人関係を築いたり，仲間から受け入れられたりするために重要な
役割を果たす行動を社会的スキルとみなす定義もある（Guralnick, 1992）。相川（1999）は，「対
人場面において適切かつ効果的に反応するために用いられる言語的，非言語的な対人行動と，
そのような対人行動の発現を可能にする認知過程との両方を包含する概念」としている。以上
のように社会的スキルには統一的な定義は認められないが，佐藤（2015）は，対人関係を円滑
に運ぶための知識とそれに裏打ちされた具体的な技術やコツの総称であるとしている。
　　　　
2.3　社会的スキルと社会的適応
　社会的スキルを習得すると，自己表現の方法が身に付き，周囲の人と円滑にかかわりながら
人間関係がよくなる。そのことで，自分のことも相手のことも大切に思えるようになり，自己
肯定感や自尊感情，友達関係での有能感を育む。友達とよさを認め合うことができるようにな
り，自分も友達もかけがえのない存在として，自分も友達も大切にしようとする。このように
社会的スキルと社会的適応との間には強い関係がある。前田（1995）は，幼稚園の年長時と小
学校１年生にかけて子どもの社会的行動特徴の関係を縦断的に検討し，幼児の社会的スキルや
引っ込み思案，攻撃性といった行動特徴が小学校に入学した後でも安定して残ることを示して
いる。さらに，新屋・髙橋・佐藤（2014）は，幼稚園年長児の時点で教師評定によって測定さ
れた社会的スキルと問題行動（内在化問題行動，外在化問題行動）と小学校 5 年生になった時
点での自己評定による社会的スキルと抑うつとの関係を縦断的に調査し，幼児期の社会的ス
キルが長期的に維持されていることを明らかにしている。また，髙橋・松原・佐藤（2018）は，
社会的スキルと 3 つの気になる行動（内在化問題・外在化問題・自閉傾向）の間に，同時点及
び 1 年後・2 年後において有意な負の相関を見出している。このように，幼児期の社会的スキ
ルは，長期にわたって維持されることが明らかにされており，幼児期から社会的スキル教育を
行うことは重要であると言える。

３．研究の目的

　本研究においては，幼児期に集団SST を経験した児童とそれ以外の児童の学齢期の社会的
スキルの獲得，心理的適応状態についての比較することを目的とした。

４．研究の方法

4.1　対象児
　本研究においては，宮崎県内のA 小学校の 2021 年度の 1 年生 3 学級 104 名（男子 52 名，女
子 52 名），2 年生 3 学級 104 名（男子 52 名，女子 52 名），2022 年度の 1 年生 3 学級 103 名（男
子 49 名，女子 54 名）, 計 311 名（男子 153 名，女子 158 名）を対象とした。そのうち，質問紙
の回答に不備のなかった 2021 年度の 1 年生 3 学級 102 名（男子 51 名，女子 51 名），2 年生 3
学級 96 名（男子 47 名，女子 49 名），2022 年度の 1 年生 3 学級 103 名（男子 49 名，女子 54 名）,
計 301 名（男子 147 名，女子 154 名）を分析対象とした。このうち，幼児期にB 幼稚園にて集
団SST を経験した児童は 127 名であり，経験していない児童は 174 名であった。
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4.2　調査手続き
　小学校 1・2 年生に入学・進級後，各学年のSST（各学年とも 9 月から学級活動の時間で実施）
が始まるまでの期間に，小学校の学級担任によって，児童の社会的スキル及び問題行動を測定
した。教師評定は，幼稚園において集団SST を経験した児童各クラス 6 名（男子 3 名，女子 3
名）計 54 名と，経験していない児童各クラス 6 名（男子 3 名，女子 3 名）計 54 名を対象とした。
各クラス，グループ（集団SST を経験している男子・女子，集団SST を経験していない男子・
女子の 4 グループ）ごとに，ランダムに 3 名（1 クラス 12 名）を抽出し，測定した。同時期に，
自己評定で児童の社会的スキルを査定した。児童による自己評定は，全員を対象に査定を行っ
た。なお，本研究の実施に当たっては，宮崎大学教育学部・教育学研究科研究倫理委員会の承
認（承認番号 2021-2-E-0730）を得ている。

4.3　測定材料
　本研究では，児童期の社会的スキルと問題行動を測定するため，他者評定と自己評定の以下
の尺度を用いた。

4.3.1　教師評定版の社会的スキルと問題行動　
　児童の社会的スキルと問題行動を測定するため，磯部ら（2006）の児童用社会的スキル
尺度教師評定版を用いた。本尺度は，磯部ら（2006）によって開発された児童の社会的ス
キルと問題行動を測定する尺度である。社会的スキルを測定する尺度は，「仲間を遊びに
誘う」，「多くのいろいろな仲間と話をする」等といった「働きかけスキル」（6 項目），「教
師の手助けが必要なときに，教師が来てくれるまでの時間を有効に使う」等といった「学
業スキル」（6 項目），「けんかの場面でも感情を抑える」等といった「自己コントロールス
キル」（4 項目），「誰かがあるグループから不当な扱いを受けているときには，そのグルー
プの子どもたちに注意する」， 「仲間をほめる」等といった「仲間強化スキル」（5 項目），

「ゲームをしているときにルールに従う」，「ゲームをしているときに順番を待つ」といっ
た「規律性スキル」（4 項目）の 5 下位尺度 25 項目から構成されている。問題行動を測定す
る尺度は， 「すぐに怒り出す」， 「他の子と口論する」等といった「外面化問題行動」（8 項
目），「他の子達と一緒にいるときに不安そうである」，  「ふさぎこんでいる」等といった

「内面化問題行動」（4 項目）の 2 下位尺度 12 項目から構成されている。「全くみられない（1
点）」～「非常によくみられる（5 点）」の 5 件法で教師に「各項目をよく読んで， 過去１ヶ
月間の児童の行動を思い出して評定してください」と教示を与え，回答を求めた。得点範
囲は社会的スキルが，25 ～ 125 点（「働きかけスキル」6 ～ 30 点，「学業スキル」6 ～ 30
点， 「自己コントロールスキル」4 ～ 20 点， 「仲間強化スキル」5 ～ 25 点， 「規律性スキル」
4 ～ 20 点），問題行動が，12 ～ 60 点（「外面化問題行動」8 ～ 40 点，「内面化問題行動」4
～ 20 点）である。

4.3.2　自己評定版の社会的スキル
　児童の自己評定による社会的スキルを測定するため，渡邊ら（2002）の児童用社会的ス
キル尺度を用いた。本尺度は，渡邊ら（2002）によって開発された児童の社会的スキルを
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測定する自己評定の尺度である。本尺度は，「友だちをほめる」，「友だちのたのみをきく」
等といった「仲間強化スキル」（10 項目）， 「勉強でわからないことがあったら，先生に聞
く」，  「先生に，自分の気持ちをすなおに話す」等といった「先生との関係スキル」（3 項目），

「ほかの子がぶつかってきたとき，おこらずに注意する」，「友だちがいじわるをしたり，
悪口を言ってきたりしても，むしする」等といった「葛藤解決スキル」（4 項目），「先生の
話を集中して聞く」，  「クラスのきまりをまもる」等といった「規律性スキル」（6 項目），  

「自分の気持ちを，すなおにあらわす」，「自分の意見をはっきり言う」等といった「主張
性スキル」（3 項目），「友だちを遊びに誘う」，「友だちをグループに誘う」等といった「社
会的働きかけスキル」（3 項目）の 6 下位尺度 29 項目で構成されている。「ぜんぜんそうし
ない＝ 1」～「いつもそうする＝ 4」の 4 件法で子ども自身に回答を求めた。得点範囲は
29 ～ 116 点（「仲間強化スキル」10 ～ 40 点，「先生との関係スキル」3 ～ 12 点，「葛藤解
決スキル」4 ～ 16 点，「規律性スキル」6 ～ 24 点，「主張性スキル」3 ～ 12 点，「社会的
働きかけスキル」3 ～ 12 点）である。

4.4　統計解析
　分析はSPSS ver.28 を用いて行った。幼稚園で実施された社会的スキル訓練の小学校進学後
での影響を明らかにするために，群（統制群＝ 0，SST 群＝ 1），学年（1 年生，2 年生），性別（女
子＝-0.5，男子＝ 0.5），群×学年の交互作用，群×性別の交互作用を固定効果に投入し，それ
ぞれの効果指標を従属変数とした混合モデル分析を行った。

５．結果

　幼児期のSST が小学校進学後の社会的適応に与える影響について混合モデル分析を行っ
た。群ごとの平均値と標準偏差をTable1,2 に示す。その結果，自己評定による社会的スキル
での仲間強化については，群の主効果，学年の主効果，性別の主効果，群と学年の交互作用，
群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（学年：F（1,291）=0.388, n.s. ; 性別F（1,291）
=2.416, n.s.；群：F（1,291）=0.001, n.s.：群×学年　交互作用：F（1,291）=0.001, n.s.：群×性
別F（1,291）=0.005, n.s.）。先生との関係については，群の主効果，学年の主効果，性別の主効
果，群と学年の交互作用，群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（学年：F（1,291）
=0.316, n.s. ; 性別F（1,291）=2.452, n.s.；群：F（１,291）=0.108, n.s.：群×学年　交互作用：F（1,291）
=0.087, n.s.：群×性別F（1,291）=0.151, n.s.）。葛藤解決については，群の主効果，学年の主効果，
性別の主効果，群と学年の交互作用，群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（学年：
F（1,291）=0.004, n.s. ; 性別F（1,291）=0.70, n.s.；群：F（１,291）=1.203, n.s.：群×学年　交互作用：
F（1,291）=0.727, n.s.：群×性別F（1,291）=0.040, n.s.）。主張性については，学年の主効果，性
別の主効果は有意傾向であった（学年：F（1,291）=3.310, p <.10；性別F（1,291）=3.079,p <.10）。
群の主効果，群と学年の交互作用，群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（群：F

（１,291）=0.040, n.s.：群×学年　交互作用：F（1,291）=0.010, n.s.：群×性別F（1,291）=0.005, n.s.）。
規律性については，性別の主効果に有意差が見られた（性別F（1,291）=8.654, p <.01）。得点を
見てみると，女子の得点の方が，男子の得点よりも高かった。学年の主効果に有意傾向が見
られた（学年：F（1,291）=3.564, p <.10）。群の主効果，群と学年の交互作用，群と性別の交互
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作用のいずれも有意ではなかった（群：F（１,291）=1.412, n.s.：群×学年　交互作用：F（1,291）
=0.887, n.s.：群×性別F（1,291）=2.237, n.s.）。社会的働きかけについては，群の主効果，学年
の主効果，性別の主効果，群と学年の交互作用，群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかっ
た（学年：F（1,291）=1.533, n.s. ; 性別：F（1,291）=1.189, n.s. ; 群：F（1,291）=0.009, n.s.：群×学
年　交互作用：F（1,291）=0.072, n.s.：群×性別F（1,291）=0.310, n.s.）。
　教師評定における社会的働きかけについては，群の主効果，学年の主効果，性別の主効
果，群と学年の交互作用，群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（学年：F（1,102）
=0.395,  n.s. ; 性別：F（1,102）=0.163, n.s.；群：F（1,102）=0.081, n.s.；群×学年　交互作用：F（1,102）
=0.014, n.s.：群×性別F（1,102）=0.000, n.s.）学業については，群の主効果，群と学年の交互作用，
群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（群：F（１,102）=0.343, n.s.；群×学年　交互
作用：F（1,102）=0.825, n.s.；群×性別F（1,102）=1.018, n.s.）学年の主効果，性別の主効果は有
意差が見られた（学年：F（1,102）=9.343,  p <.01.; 性別：F（1,102）=6.465,  p <.05）。自己コントロー
ルについては，群の主効果，学年の主効果，性別の主効果，群と学年の交互作用，群と性別の
交互作用のいずれも有意ではなかった（学年：F（1,102）=2.544, n.s. ; 性別：F（1,102）=1.331, n.s ; 群：
F（1,102）=1.487, n.s.：群×学年　交互作用：F（1,102）=1.261, n.s.：群×性別F（1,102）=0.000, n.s.）
主張性については，群の主効果，学年の主効果，群と学年の交互作用，群と性別の交互作用の
いずれも有意ではなかった（学年：F（1,102）=1.040, n.s.；群：F（１,102）=0.024, n.s.；群×学年　
交互作用：F（1,102）=0.023, n.s.；群×性別：F（1,102）=0.007, n.s.）。性別の主効果は有意傾向であっ
た（性別：F（1,102）=3.177,  p <.10）。規律性については，群の主効果，性別の主効果，群と学
年の交互作用は有意ではなかった（性別：F（1,102）=1.833, n.s.；群：F（1,102）=0.204, n.s.；群
×学年　交互作用：F（1,102）=0.126, n.s.）。学年の主効果は有意差が見られた（学年：F（1,102）
=6.722, p<.05）群と性別の交互作用は，有意傾向であった（群×性別F（1,102）=3.504， p <.10）。
各群の男子と女子の得点を見たところ，SST 経験群の男子の得点が他よりも低く，SST 経験
群の女子の得点が他よりも高かった。教師評定における問題行動の外面化行動は，群の主効
果，学年の主効果，性別の主効果，群と学年の交互作用は，有意ではなかった（学年：F（1,102）
=1.404, n.s. ; 性別：F（1,102）=2.549, n.s ; 群：F（1,102）=2.689, n.s：群×学年　交互作用：F（1,102）
=2.063, n.s.）。群と性別の交互作用は，有意傾向であった（群×性別F（1,102）=3.478， p <.10）。
SST 経験群の男子の得点が他よりも高く，SST 経験群の女子の得点が他よりも低かった。問
題行動の内面化問題行動は，群の主効果，学年の主効果，性別の主効果，群と学年の交互作用，
群と性別の交互作用のいずれも有意ではなかった（学年：F（1,102）=0.066,  n.s. ; 性別：F（1,102）
=0.469,  n.s ; 群：F（1,102）=0.796, n.s.：群×学年　交互作用：F（1,102）=0.475, n.s.：群×性別F

（1,102）=0.528, n.s.）。
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６．考察

6.1　結果のまとめ
　幼稚園で実施された社会的スキル訓練の小学校進学後での影響を明らかにするために群（統
制群，SST 群），学年（1 年生，2 年生），性別（女子，男子），群×学年，群×性別を独立変数，
それぞれの効果指標を従属変数とした混合モデル分析を行った。自己評定においては，社会的
スキルの規律性について，性別の主効果において有意差が見られ，女子の得点の方が男子の得
点よりも高かった。教師評定においては，社会的スキルの学業について，学年の主効果，性別
の主効果は有意差が見られた。学年では 1 年生の方が 2 年生よりも得点が高く，性別では女子
の方が男子よりも得点が高かった。社会的スキルの規律性については，群と性別の交互作用
は有意傾向であった。得点を見ると女子ではSST 経験群の方が経験していない女子より高く，
男子ではSST を経験していない群の方がSST 経験群の男子より高かった。問題行動の外面化
行動については，群と性別の交互作用は有意傾向であった。得点を見たところ，SST 経験群
の女子の得点が経験していない女子よりも低かった。一方で，SST 経験群の男子はSST を経
験していない男子よりも高かった。

6.2　幼児期のSST が学齢期の社会的スキルと心理的適応に与える影響
　本研究では，幼児期に集団SST を経験した児童とそれ以外の児童の，トレーニングの経験
の有無が社会的スキルの獲得，学齢期の心理的適応状態に与える影響を明らかにすることを目
的とした。その結果，ほとんどの変数でSST を経験したことによる差は見られず， 規律性で
は， 幼児期に集団SST を受けた女子は，受けなかった女子よりもスキルが高く，男子は受け
なかった男子の方が受けた男子よりスキルが高い傾向にあった。また，外面化行動においても
同様の結果が得られた。したがって，すべての指標において，幼児期の集団SST の経験がそ
の後の社会的スキルの獲得や心理的適応に影響があるかどうか一貫した結果は得られなかっ
た。
　ほとんどの変数において幼児期の集団SST が学齢期の社会的スキルや心理的適応に影響を
与えなかった理由として，幼児期に社会的スキルを習得したとしても，小学校に進学した後
の生活環境や学習形態の変化， 教師からの維持の手続きが継続的ではなかったことが考えられ
る。たとえば，後藤ら（2009）においては，3 ヶ月フォローアップの時点では，集団SST を実
施した教員が，訓練終了後も学級内に社会的スキルを定着させるための強化環境を整えていた
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ものの，1 年後のフォローアップ査定時には，小学 4 年生に進級し，それに伴って担任教師や
クラスメイトが変わったために，学級内に社会的スキルを定着させるための強化環境が消失し
てしまったと考えられると示されている。また，荒木ら（2007）は，長期的な効果を維持する
ためには維持の手続きが必要不可欠であることを示している。
　一方で，規律性と外面化問題行動では，幼児期に集団SST を経験した女子は経験しなかっ
た女子よりも適応的であった。幼児期に集団SST を経験し，社会的スキルを身に付けること
は，  小学校入学後の学齢期における社会的適応によい影響を与えることは明らかにされてい
る。髙橋・松原・佐藤（2018）によると，幼児期に集団SST を経験することは，社会的スキル
の習得と問題行動の軽減に効果がみられることが示されている。また，幼児期に始まる縦断的
研究の結果によると，保育園・幼児園で仲間関係が良好な子どもは，小学校に進学してから
の社会的適応や学習面での適応がよいことが報告されている（Ladd et.al.,1996）。本研究では，
幼児期に集団SST を経験し，社会的スキルを習得した児童と，経験していない児童との間に，
小学校進学後の社会的スキルと問題行動において，有意な差は見られず，集団SST の小学校
進学後の影響は示されなかった。本研究で幼稚園時期のSST の経験の有無で，児童の社会的
スキルと心理的適応に差がなかった理由の 1 つとして，対象となった小学校では入学試験が行
われており，比較的一定の学習能力および対人能力が確認された児童が入学していることが
考えられる。そのため，幼稚園で特別に実施される集団SST を経験していなかったとしても，
家庭内において対人的スキルの指導が重点的に行われている可能性があり，その結果，幼児期
に集団SST を経験した児童と経験しなかった児童は同程度の社会的スキルを保持していたの
ではないかと考えられる。

6.3　結果からの考察
　本研究の結果からは，幼稚園における集団SST を経験することによって，身に付けた社会
的スキルが小学校進学後の社会的スキルの継続した効果や問題行動，学校生活への適応に影響
を与えていたかどうか一貫した結果は明らかにされなかった。しかし，幼児期は，子どもの社
会性の発達，とりわけ人とのかかわりを円滑に進めるために必要な社会的スキルの発達にとっ
て重要な時期であると言われ（Odom et al,.2008，Rubin, Bukowski and Parker, 2006），佐藤・
佐藤・岡安（1998）は，幼児期に仲間関係のつまずきがあると児童期まで持ち越されやすいこ
とを指摘しており，幼児期に社会的スキルを身に付けることの意義は大きい。佐藤ら（2014）は，
幼稚園年長児時点の社会的スキルと問題行動と，その子どもが小学 5 年生になった時点での自
己評定による社会的スキルと抑うつとの関係を縦断的に調査し，幼児期の社会的スキルが長期
的に維持されていることを明らかにしている。2000 年 3 月に文部省が国立教育研究所を中心
にした学校経営研究会に研究委嘱した「学校経営をめぐる問題の現状とその対応」の中で取り
上げられている小１プロブレムの問題の解消や，小学校生活への適応を考慮すると，幼児期に
社会的スキルや自己コントロールスキルの向上と問題行動の軽減に向けた取組は必要であると
考えられる。本研究の結果から，幼児期の社会的スキルの向上及び小学校生活への適応を意図
し，これまでの集団SST のプログラムにメンタルヘルスの要素を加えた取組とその効果の検
証の必要性を考えることが可能である。また，岩永ら（2011）によると，集団SST の後，進級
した学年においても教師間で連携をとり，訓練の維持促進の手続き（復習授業，ポイントの掲示，
ワンポイントセッションなど）の全てを行わなくても，どれか一つでも維持促進の手続きをと
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れば，訓練効果が維持されることが示されている。このような先行研究と本研究の結果から，
幼児期に行った集団SST や幼児期に身に付けた社会的スキルについて幼小間で共通理解をし，
長期効果を図っていくことが必要だと考える。文部科学省（2021）から，子どもにかかわる大
人が立場を越えて連携し，架け橋期（義務教育開始前後の 5 歳児から小学校 1 年生の 2 年間）
にふさわしい主体的・対話的で深い学びの実現を図り，一人一人の多様性に配慮した上で全て
の子どもに学びや生活の基盤を育むことを目指して，「幼保小の架け橋プログラム」の実施が
示された。今後，幼保小の円滑な接続，幼児期の学びや育ちを小学校以降の学校生活につなげ
るためにも，幼保小間のカリキュラムはもとより教師間の連携がより重要になってくると考え
られる。

6.4 本研究の限界と今後の課題
　本研究では，幼児期の集団SST によって身に付けた社会的スキルの小学校進学後の社会的
スキルや問題行動への影響は見られなかった。正確な幼児期の集団SST の経験の有無による
影響を明らかにするためには，幼児期で行われた集団SST の介入前後から継続して縦断的な
データを収集する必要がある。また，小学校高学年から中学校以降にかけて社会的スキルの自
己評価の低下やメンタルヘルスの悪化が予想されるため，幼児期における集団SST の経験の
有無の違いの影響が思春期から得られる可能性も考えられる。そのため幼児期の集団SST の
長期的な効果について継続的にデータを収集し検討する必要がある。また，児童期の社会的ス
キルなどを測定する尺度は，労力が少なく，より多くのデータを収集しやすいことから，自己
評定の尺度を用いられることが多い。本研究においても自己評定の尺度を使用した。しかし，
自己評価を行った学年が小学校 1・2 年生であったことから，発達段階を考えると，信頼性は
十分でないことが考えられる。教師評定は，無作為抽出による評定を行ったが，自己評定と同
様に十分なデータによる分析が行うことができれば，今回の結果を一般化することが可能とな
り，自己評定と教師評定の違いを確認しながらより詳細な結果が得られたと考えられる。
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